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第１節
エネルギー国際協力体制の拡大・深化
世界のエネルギー情勢が大きく変化する中、各国

のエネルギー需給構造をより安定化・効率化するた
めには一国での取組だけでなく、多国間及び二国間
のエネルギー協力を戦略的に組み合わせつつ、国際
的な協力を拡大することが重要となってきています。

そのため、2015年度においては、多国間の国際エ
ネルギー枠組みを活用し、エネルギーの安定供給確
保に向けた取組を進めるとともに、二国間の協力を
通じて、アジア各国等との国際協力やエネルギー供
給国との関係強化を行いました。

＜具体的な主要施策＞

１．多国間枠組みを通じた協力

（1）主要消費国における多国間協力
①国際エネルギー機関（IEA）における協力

IEAは、1974年11月、第一次石油ショックを契機
として、米国の提唱により石油消費国間の協力組織
として設立されました。当初は、国際エネルギー計
画(IEP）協定に基づく石油の90日備蓄義務及び緊急
時対応を始めとするエネルギー問題解決のための国
際協力が主な活動内容でしたが、現在では、エネル
ギー安全保障、経済成長、環境保全（3E）の同時達
成という観点から、①低炭素技術の開発促進・省エ
ネ、低炭素技術の開発・普及のための政策提言、低
炭素技術R&Dのための技術協力、②国際石油市場、
世界エネルギー需給、エネルギー技術等の見通しの
策定、公表、③中国、インド、ロシアを含む新興途
上国、産油国等との協力の構築、④国別エネルギー
政策の審査、勧告の実施など幅広い活動を展開して
います。現在の加盟国は、オーストラリア、オース
トリア、ベルギー、カナダ、チェコ、デンマーク、
フィンランド、フランス、ドイツ、ギリシャ、ハン
ガリー、アイルランド、イタリア、日本、ルクセン
ブルグ、オランダ、ニュージーランド、ノルウェー、
ポルトガル、韓国、スペイン、スウェーデン、スイ

ス、トルコ、英国、米国、スロバキア、ポーランド、
エストニアの計29か国です。

2015年9月には、親日家であるファティ・ビロル
氏がIEA事務局長に就任し、同年11月には同事務局
長の下で初めてとなるIEA閣僚理事会が行われ、我
が国からは鈴木経済産業副大臣及び武藤外務副大臣
が出席しました。同会合では、ガスセキュリティの
強化や共同石油安全保障制度、技術協力プログラ
ムの強化の拡大を柱とする議長総括の発出に加え、
IEAが新興国等のIEA非加盟国との連携強化を図る
上で重要な制度的枠組である「アソシエーション」が
始動しました。

○国際エネルギー機関拠出金�
【2015年度当初：3.6億円】
「世界エネルギー展望（WEO）」を始めとするエネ

ルギー市場の分析、エネルギー技術ロードマップの
策定、低炭素エネルギー技術プラットフォームの構
築などを行うと同時に、IEAが知見を有するエネル
ギー安全保障にかかる緊急時対応審査（ERR）の実
施や、これに関連するワークショップの開催等を支
援するために、国際エネルギー機関加盟国として拠
出を行いました。

②国際省エネルギー協力パートナーシップ
（IPEEC）における協力
IPEECは、我が国のイニシアチブにより2009年

に設立された、参加各国の省エネルギー対策の自主
的な取組を支援するための国際協力枠組みです。現
在の加盟国は、G8、中国、韓国、ブラジル、メキ
シコ、インド、オーストラリア、南アフリカ、トルコ、
EUであり、IEAに加盟していない中国やインドと
いった新興国も加盟していることが特徴です。我が
国は、省エネルギー制度や先進的なエネルギー管理
事例の情報提供を通じて各国との協力関係を築くと
ともに、特に、産業分野のエネルギー管理を推進す
るタスクグループである「エネルギー管理行動ネッ
トワーク（EMAK）を中国とともに主導しています。

第
９
章

第９章
総合的なエネルギー国際協力の展開



第９章　総合的なエネルギー国際協力の展開

第３部　2015（平成27）年度においてエネルギー需給に関して講じた施策の状況

316

③G7における協力　
G7エネルギー大臣会合は先進主要7カ国（日・米・

加・独・仏・英・伊。一昨年まではロシアを含めて
G8）のエネルギー担当大臣による閣僚会合として、
1998年より不定期にG7サミット議長国が開催して
います。2015年5月に行われたG7エネルギー大臣会
合では、エネルギーの政治的利用へのけん制、エ
ネルギー安全保障の確保、ウクライナ支援等が共
同声明に盛り込まれました。我が国の主張により、
LNG市場柔軟化に向けて仕向地条項の緩和が明記
されるとともに、原子力を含むエネルギー源の多様
化、ウクライナへの石炭火力効率化支援等が共同声
明に反映されています。

ウクライナ協力については、当該共同声明を受け、
2015年2月と9月に岩井経済産業大臣政務官がウク
ライナを訪問し、プローダン 前エネルギー・石炭
産業大臣と会談を行い、ウクライナの老朽石炭火力
発電の効率向上やエネルギー政策のマスタープラン
づくり等、幅広い協力を進めていくことを確認した
共同声明を発出しました。

④G20における協力　
2015年10月に、トルコ（イスタンブール）におい

て、G20で初となるエネルギー大臣会合が開催され、
我が国からは高木経済産業副大臣が出席しました。
エネルギー大臣会合では、「包摂性のあるエネルギー
協力とＧ20エネルギー原則の実行」をテーマに、出
席閣僚等とアフリカのエネルギーアクセス改善等に
ついて議論が行われました。共同声明には、我が国
の主張により、高効率石炭火力の有用性、将来の安
定供給に向けた上流投資の継続、エネルギー源の多
様化の重要性とエネルギー市場の機能向上が明記さ
れました。

2015年11月に、トルコ（イスタンブール）におい
て開催されたG20首脳会合では、エネルギー大臣会
合の成果を踏まえつつ、安倍総理から、世界のエネ
ルギーアクセス向上のため、利用可能な現地産の化
石燃料を含む多様なエネルギー資源のクリーンで安
全な利用を促進する必要があること、エネルギー安
全保障の確保のため、調達先の多角化と、現実的で
バランスの取れたエネルギーミックスの実現が重要
であること、透明で競争的なLNG市場の構築が重
要であることを指摘しました。また、日本は、世界
最高レベルの高効率火力発電技術や省エネ機器の普
及を通じ、世界のエネルギー効率向上と気候変動対
策に貢献し続けていく旨を説明しました。また、同

会合の機会に合わせて「G20サブサハラ・アフリカ
に於けるエネルギー・アクセス会合」が開催され、
我が国からは薗浦外務大臣政務官が出席しました。

（2）アジア地域における多国間協力
①ASEAN＋3・東アジア地域における協力　

アジア地域におけるエネルギー需要の急増を踏ま
え、アジア規模でのエネルギーの安全保障と持続可
能性を確保するため、2004年より、ASEAN+3エネ
ルギー大臣会合（ASEAN、日中韓13か国の代表が出
席）、2007年より、東アジアサミット（EAS）エネル
ギー大臣会合（ASEAN、日中韓、豪、印、ニュージー
ランド、米、露18か国の代表が出席）が開催されて
います。

2015年10月に、マレーシア（クアラルンプール）
において第12回ASEAN＋3エネルギー大臣会合及
び第9回EASエネルギー大臣会合が開催されました。
今回の会合で、工業団地でのエネルギー安定供給や
離島でのディーゼル発電の置き換えに向けた協力と
して、我が国から「分散型エネルギーシステム・イ
ニシアティブ」を提案し、各国から歓迎されました。
また、エネルギー政策の基盤となるアジアワイドで
の政策研究を強化していくため、「EAS中長期エネ
ルギー政策調査研究ロードマップ」を作成すること
についても我が国から提案を行い、東アジア・アセ
アン経済研究センター（ERIA）がロードマップを作
成することで合意しました。

さらに、我が国が、省エネルギーや原子力安全の
分野での人材育成や、石油セキュリティ構築支援研
修を実施してきたことについて、参加国から感謝の
意が示されました。この他、参加国は、ガスセキュ
リティの強化や柔軟なLNG市場の推進の重要性に
留意するととともに、多くの国が原子力を現実的な
ベースロード電源の選択肢と考え続けていることを
再認識しました。

○東アジア経済統合研究協力拠出金	 �
【2015年度当初：4.7億円】
運輸部門における燃料消費の抑制に向けたロード

マップの策定や、石油備蓄を推進するにあたっての
各国制度等の課題の分析、我が国の省エネルギー・
再生可能エネルギー関連設備等の導入促進を図るた
めの研究・政策提言、東アジア各国の研究機関ネッ
トワーク（ERIN）と連携した原油・LNG調達を中心
とするシーレーン安全保障の分析等を実施するため
にERIAに拠出を行いました。
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②日ASEANにおける協力　
日・ASEANエネルギー協議を2000年度から毎

年開催し、2015年6月に第16回協議を開催しまし
た。本協議では、日本のエネルギー政策の動向及び
ASEAN各国の省エネルギー政策の進捗について情
報交換を行うとともに、省エネルギー協力、電力イ
ンフラ整備の課題について議論を行いました。

③アジア太平洋経済協力（APEC）における協力　
1989年11月にオーストラリア・キャンベラで開

催された第1回APEC閣僚会議において、エネルギー
問題に対する域内協力の重要性と、これを専門に議
論する場を設定することで一致しました。これを受
けて、1990年にエネルギー作業部会（EWG）が設立
され、さらに1996年には、よりハイレベルなエネ
ルギー政策対話を行うため、シドニーにおいて第1
回APECエネルギー大臣会合が開催され、以後ほぼ
隔年に開催されています。

これまでのAPECエネルギー大臣会合において我
が国が提案し、合意された事項に基づき、①APEC
メンバーのエネルギー効率向上に向けた取組状況を
レビューする「エネルギー効率ピアレビュー」、②低
炭素エネルギー供給を促進するための「低炭素エネ
ルギー供給政策ピアレビュー」、③急速な都市化に
直面するAPEC地域において、都市レベルで低炭素
技術を統合的に導入することを目指す「APEC低炭
素モデルタウンプロジェクト」、④石油及びガスの
供給途絶時の対応能力の強化を図るための「APEC
石油ガス・セキュリティエクササイズ」を着実に実
施しました。また、2015年10月にセブ（フィリピン）
で開催された第12回APECエネルギー大臣会合にお
いて、質の高い電力インフラの普及を通じてAPEC
地域における安定的な電力供給を実現するため、我
が国は発電所の質を担保するために考慮すべき事項
をまとめたガイドラインの作成を提案し、合意を得
ました。

 
(ア)アジア太平洋経済協力拠出金�
【2015年度当初：1.1億円】
アジア太平洋地域におけるエネルギー効率の向上

やエネルギー源の多様化、低炭素技術の開発・普及
のため、新興国・途上国を対象とした低炭素化促進
プロジェクト（低炭素モデルタウンプロジェクト等）
を支援するために、APEC事務局に拠出を行いま
した。

 

(イ)アジア太平洋エネルギー研究センター拠出金
【2015年度当初：6.5億円】
APECにおける省エネルギー・低炭素化政策の相

互審査(ピアレビュー）や「APEC長期エネルギー需
給見通し」の作成、エネルギー統計の専門家育成の
ための研修生受入・専門家派遣、「LNG産消会議」
の開催、エネルギーと競争力に関する調査研究、石
油及びガスの供給途絶時におけるAPEC各エコノ
ミーの対応能力強化に向けたエクササイズやワーク
ショップ開催のために、アジア太平洋エネルギー研
究センターに拠出を行いました。

(3)その他の多国間協力
　 （生産国と消費国の対話等）
①国際エネルギーフォーラム(IEF）における対話

IEFは、世界の石油・ガス等の産出国と消費国の
エネルギー担当大臣及びIEA、OPECを始めとする
国際機関の代表が一堂に会する重要な「産消対話」の
場です。産消対話を行うことにより、産消国双方が
相互に理解を深め、健全な世界経済の達成や供給と
需要の安定確保のために安定的かつ透明性のあるエ
ネルギー市場を促進することを目的として、1991
年に第1回会合をパリで開催し、以降1 ～ 2年ごと
に開催されています。

また、IEFではエネルギー関連の7つの国際機関
（APEC、EU、IEA ／ OECD、IEF、OLADE（中南
米エネルギー機関）、OPEC、国連）で協力をし、石
油と天然ガスの統計を整備する国際機関共同デー
タイニシアチブ（JODI：Joint Organizations Data 
Initiative）を進めています。

○国際エネルギーフォーラム拠出金�
【2015年度当初：0.3億円】

約90か国の産油国･消費国の閣僚がエネルギー市
場の安定等について議論するIEF閣僚会合の開催支
援を行うとともに、国際機関共同データイニシアチ
ブ（JODI）事業を実施するために、国際エネルギー
フォーラムに拠出を行いました。

②国際機関共同データイニシアチブ（JODI）の整備
また、IEFではエネルギー関連の7つの国際機関

（APEC、EU、IEA ／ OECD、IEF、OLADE（中南
米エネルギー機関）、OPEC、国連）で協力をし、石
油と天然ガスの統計を整備する国際機関共同デー
タイニシアチブ（JODI）を進めています。2005年に
JODI-Oil（石油の統計データベース）、2014年5月
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にJODI-Gas（天然ガスの統計データベース）を開始
しました。

国際機関が協力して需給ファンダメンタルズに関
する情報共有を進め、エネルギー需給の動向につい
ての正確かつタイムリーな情報が市場に提供される
ことで、市場の透明性が増し、過度の価格乱高下
を抑制できると考えられています。JODIは、IEFに
とって最も重要でかつ最も大きな成果をおさめてき
た活動であり、我が国は，資金面のみならず人材面
でもJODIの発展に寄与してきました。JODIのデー
タベースは年々着実に充実しており、世界の石油・
ガス需給の9割以上を網羅しています。より一層の
データ拡充に向けて、関係機関が協力して取組を続
けています。

③アジア・エネルギー産消国閣僚会合
アジア・エネルギー産消国閣僚会合は、アジアの

主要な資源国と消費国が一堂に会し、国際的なエネ
ルギー問題、アジア地域のエネルギー安全保障の課
題等に焦点を当て率直な議論を行い、信頼関係構築
を図ることを目的として、2005年以降、隔年で開
催されています。

2015年11月には、第6回アジア・エネルギー産消
国閣僚会合がドーハで開催され、我が国からは北村
経済産業政務官が出席しました。同会合では、「新
たなエネルギー情勢におけるアジアの役割」をテー
マに、参加国のエネルギー市場の現状と見通し並び
にその課題等を議論しました。我が国からは①より
良く機能するLNG市場の重要性、②将来の安定供
給に向けた上流投資の継続、③省エネルギーの促進
を主張し、各国の共通理解を得ました。

④国際再生可能エネルギー機関(IRENA）における
協力
IRENAは、再生可能エネルギーの普及・利用促

進を目的として設立された、IEA、IAEAに次ぐ第
3のエネルギー分野の国際機関であり、我が国は、
2010年7月から正式に加盟しました。事務局はUAE
のアブダビに設置されています。IRENAの主な活
動は、①加盟国の政策、制度、技術、成功事例の分析・
体系化、②他の政府・非政府機関等との協力、③政
策助言、④技術移転、⑤人材育成、⑥資金に関する
助言、⑦研究ネットワークの展開、⑧国際的技術基
準の作成等です。　

2015年1月には、IRENAの第5回総会がアブダビ
で開催され、宮沢経済産業大臣及び中山外務副大臣

が共同議長として、アドナン・アミン事務局長の再
選手続を含む、議事を進行しました。また、同総会
を通じて、日本が先進技術を持つ再生可能エネル
ギー分野において世界に貢献していく姿勢を示しま
した。

2016年1月に開催された第6回総会には山田外務
大臣政務官が出席し、開会時に議長を務め、第6回
総会議長国(エジプト)に議長を引き継ぐとともに、
冒頭挨拶を行い世界の再生可能エネルギー普及に向
けた日本の取組強化の姿勢を表明しました。

さらに日本政府は、島嶼国における再生可能エネ
ルギー普及の観点から、人材育成とプロジェクト形
成支援を目的とし、IRENAとの共催により、アジ
ア太平洋地域等の島嶼国の行政官を対象として、国
際ワークショップ（2015年8月、クアラルンプール）
及び訪日研修（2016年2月、東京）を実施しました。

(ア)�国際再生可能エネルギー機関分担金	 �
【2015年度当初：1.4億円】 
IRENAを通じ、我が国単独では十分な成果が見

込めない大規模な調査や普及活動を実施することに
より、再生可能エネルギーを国際的に普及させるた
め、同機関の活動・運営費用を、各国分担率に基づ
き、外務省、農林水産省、経済産業省、環境省の4
省共同で分担しました。

(イ)�国際再生可能エネルギー機関拠出金	 �
【2015年度当初：0.8億円】
IRENAが調査や普及活動を実施する際に、我が

国に強みのある再生可能エネルギー関連技術を取り
上げるよう働きかけ、蓄電池等の我が国技術の海外
展開の環境整備や食料供給と競合せずに地域の特性
を活かす「日本型バイオマス利活用システム」を広く
国際的に普及させるため、分担金に加え、経済産業
省と農林水産省から拠出を行いました。

⑤クリーンエネルギー大臣会合
クリーンエネルギー大臣会合(CEM)は、世界の

主要24か国及び地域から構成される、クリーンエ
ネルギーの普及促進を目的とした唯一の国際会合で
す。2015年度も5月に第6回会合がメキシコ・メリ
ダで開催されました。

本会合では発足後5周年を迎え、世界的な気候変
動対策の重要性が高まる中、本会合の閣僚級議論の
レベルの向上や民間の巻き込みを図り、CEMの更
なる活性化の為のCEM組織運営改革論が主題とな
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りました。具体的改革案として、今後各会において
閣僚向けに3つの重点イニシアチブに絞り効率的な
議論をすること、民間巻き込みの更なる加速を慫慂
すること等が挙げられ、我が国としても本改革案に
賛同するとともに、我が国からは民間企業の巻き込
みの重要性を発信しました。

また、電力システム変革に係る重点イニシアチブ
に参加することを表明し、他の参加国・地域とと
もに共同声明を発出しました。本イニシアチブは、
我が国が参加する国際スマートグリッドアクショ
ンネットワーク（ISGAN）、風力・太陽エネルギー
ワーキング・グループ（Multilateral Solar and Wind 
Working Group）、電気自動車イニシアチブ（EVI）の
共通テーマでもあり、世界的に再生可能エネルギー
の導入、普及を促進する上での電力システム改革の
必要性、スマートグリッド技術の重要性を各国で認
識し、各国内に於ける活動や国際協力を通じて電力
システム改革、それに係る技術普及を進めて行くも
のです。

⑥エネルギー効率向上に関する国際パートナーシップ
(GSEP）
GSEPは、クリーンエネルギー大臣会合とIPEEC

の下、官民双方が参加する、最先端の省エネルギー・
低炭素技術の発展・普及に関する日米共同イニシア
チブとして2010年に設立されました。日本が議長
国を務めるセクター別ワーキング・グループ（WG）
のうち、電力WGでは、2014年11月のG20ブリスベ
ンサミットで合意された「省エネ行動計画」のうち発
電分野の活動推進のため、2015年5月にトルコにて
高効率低排出（HELE）に資するクリーンコール技術
についての知見の共有を図るワークショップを開催
しました。また、2015年7月にはトルコにてHELE
発電技術促進に関するベストプラクティスの共有を
図るワークショップを開催するとともに、石炭火力
発電所における省エネ診断を実施しました。これら
の成果は2015年10月のG20エネルギー大臣会合に報
告され、活動の進捗が歓迎されました。鉄鋼WGで
は、2016年2月に東京にて会合を開催し、参加各国
の官民によるエネルギー管理に関する知見について
記載されたブックレットを作成・採択を行い、併せ
て当該WGの活動終了を決定しました。

⑦エネルギー憲章条約　
エ ネ ル ギ ー 憲 章 条 約(ECT：Energy Charter 

Treaty)は、エネルギー分野における長期の協力を

促進するための法的枠組みの提供を目的とした条約
であり、投資の自由化・保護の仕組みを持ち、2016
年3月現在、世界で49か国・機関が締結しています。
2015年5月、新興国の台頭及びそれに伴う世界のエ
ネルギー需給構造の変化、気候変動問題への危機感
の高まり等を踏まえ、条約の基礎となった1991年
の政治宣言「欧州エネルギー憲章」を近代化した「国
際エネルギー憲章 （International Energy Charter）」
が採択されました。その署名には、既存の条約締約
国のみならず、中国、韓国、カンボジア、チリ、コ
ロンビア、タンザニア、ニジェール等、まだ条約
を批准していない新しい国が20か国以上も参加し、
これまでの旧ソ連及び東欧諸国、EU諸国中心のも
のから、まさに地理的な広がりを持ちつつあります。

（第391-1-1）
2016年は我が国が議長国となります。民間企業の

投資活動のために安定的な法的基盤を提供する議論
を引き続き進めていくとともに、エネルギーアクセ
スや気候変動対策等の国際的に関心の高い主要課
題の解決にも取り組んでいきます。また、アジア諸
国等新興国のエネルギー憲章条約（ECT）締結に向け
た動きをサポートし、地理的広がりを持ちつつある
ECTの締約国拡大に向けた動きをさらに加速してい
きます。
【第391-1-1】
①「エネルギー憲章条約」締約国【赤】と②新しい政
治宣言「国際エネルギー憲章」署名国【黄色】

⑧多国間枠組を通じた人材育成等　
2015年7月に中東欧地域環境センター（REC）と

の共催で、ハンガリーにおいて「低炭素技術セミ
ナー」を開催し、中東欧地域における低炭素技術普
及に関する見通しや課題、二国間オフセット・クレ
ジット制度(JCM)に関する制度概要や適用技術を共
有しました。

⑨証券監督者国際機構（IOSCO）との連携
経済産業省は、商品取引所及び取引所外取引にお
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ける相場操縦行為等の不公正取引の監視強化や透明
性向上のために、証券監督者国際機構（IOSCO）の
活動に積極的に参画しています。IOSCOはG20の要
請に基づき策定した「商品デリバティブ市場の規制
及び監督に関する原則」の遵守に向けた取組への評
価を2014年に引き続き実施し、結果を「『石油価格
報告機関に関する原則』の実施状況に関する第2次
報告書」として2015年9月に公表しました。

⑩商品先物市場監督当局間の協力
経済産業省は、各国の先物監督当局間で行われる

会合に定期的に参加するなどして、積極的に情報交
換、協力を行っています。また、IOSCOの包括的
な協議・協力及び情報交換に関する多国間覚書の枠
組みに参加し、これに基づいて、市場監視のために
各国の当局との情報交換を実施する体制を整えてい
ます。

2．二国間協力の推進

（1）先進諸国との協力
①日米協力

2015年4月、安倍総理とオバマ大統領は日米首脳
会談において発出された日米共同ビジョン声明にお
いて日米エネルギー協力の重要性について再確認し
ました。それに伴い発出された、より繁栄し安定し
た世界のための日米協力に関するファクトシートに
おいては、将来の米国産LNG輸出の見通しを歓迎
する旨、原子力は温室効果ガスの排出削減に貢献す
る重要なベースロード電源であるとの共通認識に基
づき、日米二国間委員会を通じて民生用原子力協力
をさらに強化していく旨、さらには、低炭素社会構
築のためのクリーンエネルギー技術分野における二
国間及び多国間の協力を強化していく旨を盛り込み
ました。また、2015年末には、米国議会で長らく
輸出が制限されてきた米国産原油の輸出を認める法
律が成立し、今後我が国にも米国産原油が輸入され
ることが期待されます。

天然ガス分野については、安倍総理を筆頭とする
ハイレベルな資源外交の結果、FERC(米国連邦エネ
ルギー規制委員会)によるLNG輸出施設の建設・操
業の承認（環境審査）も取得し、米国から日本への
LNGの輸出が2016年に開始されます。東日本大震
災以降、天然ガスへの依存が急増している中、新た
に米国からまとまった供給を受けることは、我が国
のエネルギーの安定供給に貢献するものであり、高
く評価するものです。また、2015年10月のTPPの

合意により、今後TPPが発効すれば日本へのLNG
輸出の承認がさらに迅速化されることが期待されま
す。また、JOGMECと米国国立エネルギー技術研
究所（NETL）との間で締結されたメタンハイドレー
トの日米共同研究に関する覚書に基づき、日米両国
ではメタンハイドレートについての技術協力が着実
に進んでおり、2016年にはアラスカ州での生産試
験の実施に向けた試掘を予定しています。

原子力分野では、2015年11月に、ワシントンに
おいて、日米二国間委員会の第4回会合を開催し、
核セキュリティ・核不拡散対策、廃炉・廃棄物管理
等福島事故対応協力、原子力安全規制、原子力防災、
民生原子力エネルギーの研究開発に関する二国間の
協力等につき意見交換を実施しました。

クリーンエネルギー分野においては、国立研究開
発法人産業技術総合研究所(AIST)等と米国エネル
ギー省国立研究所等の間で人工光合成、地熱、スマー
トグリッドなど基礎的なクリーンエネルギー技術分
野で様々な協力が進展していることから、両国の研
究開発協力を円滑に促進させるべく、主に知財の取
扱い、研究開発費用の負担、人材交流や使用機材の
取扱について規定する実施取極を経済産業省と米国
エネルギー省との間で2015年4月に締結しました。
また、同時に、二酸化炭素回収・貯留技術（CCS）に
おいても、米国との技術協力関係をさらに強化する
べく経済産業省と米国エネルギー省との間で覚書を
作成しました。

なお、2011年以降、日米両国は日米クリーンエ
ネルギー政策対話を6回開催し、今後の日米クリー
ンエネルギー協力の在り方について議論しました。
また、クリーンエネルギー分野の日米官民協力枠組
みである、日米再生可能エネルギー等官民ラウンド
テーブルについても、これまでに3回開催し、日米
両国の企業及び政府関係者が出席し、再生可能エネ
ルギー、省エネルギー及びスマートコミュニティ等
の普及拡大に向けた課題等について議論しました。

また、昨今の日米エネルギー協力は化石燃料分野
や電力システム分野、クリーンエネルギー分野まで
幅広く拡大してきていることを踏まえ、上記政策対
話の名称を「日米エネルギー政策対話」に改称し、日
米間のエネルギー協力を広く議論する場として、今
後とも継続開催していくことを、日米間で合意しま
した。

②日加協力　
カナダは、西部のブリティッシュコロンビア州で
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LNGプロジェクトが複数検討されており、日本に
とって、地理的な近接性を含め、供給源の多角化を
進めていく上で期待している供給元の一つです。

2014年11月に、カナダ天然資源省との間で、第1
回政策協議を東京にて開催して以降、カナダからの
LNGの輸入を実現する上での、LNG課税、労働力
不足、迅速な許認可手続き等の課題について協議を
継続しています。

③日仏協力
日仏両国は、石油・天然ガスの多くを輸入に依存

する点、今後のエネルギー源の多様化を追求する点
等、エネルギー構造、エネルギー政策に多くの共通
点が存在します。この観点から、日仏両国では高級
事務レベル対話である日仏エネルギー政策対話を設
置しています。2012年以降、これまでに政策対話
を3回開催し、両国の最新のエネルギー政策につい
てアップデートするとともに、エネルギー安全保障
の強化策について議論しました。また、2015年12
月には、両国間の友好関係の強化と、国際及び国内
レベルにおける低炭素社会の構築を目指した環境協
力の覚書への署名が行われました。

原子力分野においては、2015年10月に安倍総理
とヴァルス首相との間で日仏原子力協力に関するハ
イレベル対話が開催され、原子力を含む両国のエネ
ルギー政策全般とともに、これまで両国で進められ
てきた原子力協力の現状を踏まえた二国間の今後の
協力について意見が交わされました。また、2011
年10月の東京での日仏首脳会談における両国首脳
の主導により設置された原子力エネルギーに関する
日仏委員会の第5回会合を2015年11月に東京にて開
催し、両国の原子力エネルギー及び核燃料サイクル
に係る政策、高速炉協力、東京電力福島第一原子力
発電所の廃炉・除染等に係る協力、原子炉の第三国
展開に係る産業協力、原子力安全規制に係る二国間
の協力等につき、意見交換を行いました。

④日英協力　
2014年5月、安倍総理が訪英し、キャメロン首相

との間で日英首脳会談を実施しました。その際、両
首脳は「気候変動とエネルギー協力に関する日英共
同声明」を発出し、日英両国は、日英エネルギー対
話及び国際会議などを通じ、国際的な気候変動及び
エネルギー安全保障に関する問題について引き続き
緊密に協力することを確認しました。

2015年12月には第7回日英エネルギー対話をロン

ドンにて開催し、両国のエネルギー政策、電力シス
テム改革、石油・天然ガス調達戦略、再生可能・省
エネルギー政策、さらには多国間枠組みにおける日
英協力のあり方について議論しました。

原子力分野については、2012年4月に発出された
日英両国首相による共同声明に基づき、日英原子力
年次対話を設置しています。2015年11月にロンド
ンで開催した第4回日英原子力年次対話では、両国
の原子力政策、廃炉及び除染等の東京電力福島第一
原子力発電所事故対応、原子力研究開発政策、リス
クコミュニケーションを含む広報の在り方等につい
て、意見交換を行いました。

⑤欧州委員会との協力　
日EUエネルギー政策対話は、2007年1月に行わ

れた安倍総理とバローゾ欧州委員会委員長との会談
の際に、日EUエネルギー協力の強化の必要性が認
識されたことを受け、2007年4月にブラッセルで初
めて開催され、これまで4回開催されてきました。
2015年9月に東京で開催した第5回日EUエネルギー
政策対話では、エネルギー政策、天然ガス市場、再
エネ・省エネ等技術協力、エネルギー安全保障等の
幅広い協力について議論しました。

⑥日ウクライナ協力
　2015年5月のG7エネルギー大臣会合及びG7サ

ミットにて、各国がウクライナに対してエネルギー
効率の向上を含めエネルギー分野での様々な形の支
援を継続することで一致しました。また、2015年6
月に安倍総理とポロシェンコ大統領との首脳会談に
おいて、安倍総理より、日本として進めてきたエネ
ルギー支援の一環であるエネルギー政策マスタープ
ランの提示と高効率の石炭火力発電の更なる協力に
ついて言及しました。これを受けて、2015年10月、
岩井経済産業大臣政務官がウクライナを訪問し、デ
ムチシン・エネルギー石炭産業大臣と会談を行い、
エネルギー政策マスタープランの成果の報告と引渡
しを行ったとともに、石炭火力の高効率化などウク
ライナのエネルギー安全保障強化のために今後も継
続してエネルギー支援に取り組むことを表明しまし
た。会談後、協力関係の着実な進展と今後の協力推
進を確認するための共同声明を発出しました。

⑦日豪協力　
日豪両国は、石炭、LNG、ウラン等の資源エネ

ルギーの分野において重要なパートナーであり、
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1985年以来、国際エネルギー情勢や両国のエネル
ギー政策等を議論する二国間対話の場として、日豪
エネルギー高級事務レベル協議（HLG）を開催して
います。2014年6月には、第35回日豪HLGをブリス
ベンにて開催し、両国のエネルギー・鉱物資源政策
や電力市場改革、エネルギー技術等について意見交
換を行いました。

また、2015年9月に東京にて開催されたLNG産消
会議にオーストラリア政府のハイレベルが出席し、
LNG市場の発展等に向けた議論をしました。

（2）アジアとの協力
①日インド協力

インドは、2013年時点で米中に次ぐ世界第3位の
エネルギー消費国であり、電力需要は2040年まで
に2013年比で3倍以上に増加することが見込まれて
います。インドのエネルギー資源の安定供給確保と
エネルギー効率化の向上は、日本のエネルギー安全
保障の上でも重要であり、両国の経済発展にも直結
する重要な政策課題になっています。また、インド
の電力構成は、石炭火力発電が約7割を占めており、
発電効率の向上や環境対策も重要な課題となってい
ます。

こうした背景を踏まえ、エネルギー分野におけ
る両国の協力拡大を図る観点から、2007年の首脳
合意を踏まえ、閣僚級の枠組みである「日印エネル
ギー対話」を立ち上げ、両国閣僚の相互訪問により、
2007年以降、計8回の対話を実施しました。

第8回日印エネルギー対話は、2016年1月に開催
され、林経済産業大臣とインド・ゴヤル電力・石炭・
新・再生可能エネルギー大臣が共同議長を務めまし
た。両大臣は、電力、再生可能エネルギー、省エネ
ルギー、石油・天然ガス、石炭の各分野における日
印間の協力の進展を確認し、今後も包括的に協力を
深化させていくことに合意し、共同声明「日印エネ
ルギーパートナーシップイニシアティブ」に署名し
ました。

また、2015年12月には安倍総理が訪印し、モディ
首相との会談で、インドにおける気候変動問題の解
決への協力を約束するとともに、共同声明において、
民生用原子力、高効率石炭火力、再生可能エネル
ギー、スマートコミュニティ、モデル事業、LNG、
政策研究の各分野での協力について合意しました。

②日インドネシア協力　　
インドネシアは、日本にとって有数の天然ガス及

び石炭の輸入相手国であり、複数の日本企業が多
くの上流開発プロジェクトやLNGプロジェクトに
参画しています。また、インドネシア政府は2015
年から2019年までに35GWの電源整備を計画してお
り、2015年3月の日インドネシア首脳会談での共同
声明において、両首脳が同計画への協力を深めるこ
との重要性を確認したところです。

こうした状況を踏まえ、2015年6月に東京で第3
回日インドネシアエネルギーフォーラムを開催しま
した。同フォーラムでは、天然ガス、電力、再生可
能エネルギーなどの分野における、政策、金融制度、
個別案件や技術動向等について、官民による情報共
有と意見交換を行いました。これに加え、35GW計
画への協力を推進するため、官民ミッションを2回
派遣し、日本企業が個別案件についてインドネシア
政府と協議する場を設定しました。

10月には、高木経済産業副大臣がスディルマン・
エネルギー鉱物資源大臣と会談し、35GW計画の着
実な実施や天然ガス協力など、今後のエネルギー協
力の強化について議論しました。

石炭分野においては、我が国炭鉱技術移転のため
の専門家の派遣を実施し、また、2009年より「石炭
政策対話」を実施し、個別具体的な協力案件を醸成
してきたところです。また、インドネシアは有望な
地熱発電市場であることから、同国の政府関係者向
けに、地熱発電分野を中心とした再生可能エネル
ギーに係る研修事業を行いました。

環境エネルギー協力としては、JCMの下で2015
年3月に2件のJCMプロジェクト登録を行い、2015
年5月、11月には第4回、第5回合同委員会を開催し、
6件の方法論を採択しました。

③日ベトナム協力　
ベトナムは、石炭、石油・天然ガス、鉱物資源を

豊富に保有する資源国であり、日本にとって良質な
無煙炭の重要な供給国です。現在、両国間において
は、第七次電力マスタープランの実現に向けた協力、
原子力発電導入に向けた人材育成などを含む基盤整
備、日ベトナム共同での石炭地質構造調査、日越石
炭政策対話の開催、省エネルギー促進のための長期
専門家の派遣及び受入研修等、多岐の分野にわたる
協力関係が進展しています。

我が国との具体的なエネルギー協力として、原子
力分野では、2010年10月の日越首脳会談において
我が国がニントゥアン省原子力発電所第2サイト建
設計画のパートナーとなることが確認されており、
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安全な原子力発電の導入に向けた制度整備や人材育
成等の基盤整備協力などを行っています。

石炭分野では2013年より「日越石炭政策対話」を
実施しています。また、国営石炭鉱物工業グループ
(VINACOMIN）と共同で地質構造調査や我が国炭鉱
技術移転のための専門家の派遣や研修生受入れを
行っております。さらには商工省をはじめとする政
府関係者に対して、我が国のクリーン・コール・テ
クノロジーの導入を促進するための派遣・招聘技術
交流を実施しました。

環境エネルギー協力については、2015年1月、8
月にJCMの第3回、第4回合同委員会を開催し、5件
の方法論の採択及び2件のJCMプロジェクトの登録
を行いました。

④日タイ協力
タイでは、2015年、電源開発計画の改定などエ

ネルギー政策の見直しが行われました。この政策の
推進にあたり、我が国が知見や技術を活用して協力
することが期待されます。

こうした状況を踏まえ、2015年2月の日タイ首脳
会談での共同声明における合意に基づき、7月にバ
ンコクで第1回日タイ・エネルギー政策対話を開催
しました。対話では、石油・天然ガス分野における
二国間協力の取組状況や、我が国の最先端の高効率
石炭火力技術、電源開発におけるパブリックアクセ
プタンス向上の取組、ディマンド・レスポンスの取
組を紹介し、タイにおける取組拡大に向けた議論を
行いました。

環境エネルギー協力については、2015年11月19
日、東京にてJCMに関する二国間文書に署名しま
した。また、2016年1月には第1回JCM合同委員会
を開催し、ガイドライン類の採択を行いました。

⑤日カンボジア協力　
カンボジアは石油の輸入、精製、販売といった石

油産業の下流分野の法律を持っておらず、現在鉱業
エネルギー省で法律案を検討しています。鉱業エネ
ルギー大臣からの要請に応え、我が国の石油備蓄や
揮発油等の品質確保に関する法律について、法律の
逐条解説やカンボジア政府の法律案との比較分析を
行い、同国の法律に規定されていない内容の指摘や
我が国の石油政策を紹介することにより、同国の石
油下流分野における法令構築を支援しました。

環境エネルギー協力については、2015年1月に第
1回JCM合同委員会を開催し、ガイドライン類の採

択を行いました。

⑥日中協力
中国は、世界最大のエネルギー消費国であり、

2040年までのエネルギー需要が約3割伸びると見込
まれていることから、中国のエネルギー効率の向上
は、日本のエネルギー安全保障にとって重要な課題
です。また、中国においては、近年、石炭火力発電
や自動車等を由来とした大気汚染が大きな問題と
なっており、その解決策の一つとして、省エネルギー
対策に取り組んでいるところです。

こうした状況の中、2015年11月、日中の官民に
よる省エネ・環境協力のプラットフォームである「第
9回日中省エネルギー・環境総合フォーラム」が東
京で開催されました。今次フォーラムには、日本側
からは林経済産業大臣、高木経済産業副大臣、丸川
環境大臣を、中国側からは張勇国家発展改革委員会
副主任、高燕商務部副部長を始めとして、両国の官
民関係者合わせて約750の参加がありました。また、
今次フォーラムでは、26件の協力プロジェクト文
書が交換され、2006年5月の第1回開催以来の協力
プロジェクト数の累計は285件となりました。

今回調印された協力案件では、IoTを活用した製
造業の省エネルギー化や電力需要側管理システムに
係る協力など、新たな分野の協力も進んできていま
す。さらに、今次フォーラムでは、日中双方が関心
を持つ「スマートシティ」、「次世代型自動車」等の6
分野で、政策や技術等に関して実務レベルで意見交
換を行う分科会を開催し、具体的なビジネス及び協
力の機会の拡大を図りました。

 
（3）エネルギー供給国等との関係強化
①日サウジアラビア協力

サウジアラビアは、世界有数の産油国かつ日本に
とって第1位の原油供給国です。また大きな余剰生
産能力を持つことから、国際原油市場の安定にも大
きな影響力を有しています。2010年からは石油の
共同備蓄事業を開始するなど協力関係を進展させて
きました。

また、近年、同国はエネルギー消費の急速な伸
びが課題となっており、我が国の有する省エネル
ギーの経験を活かした協力が重要となっています。
2007年に立ち上げた投資促進、人材育成、中小企
業支援を柱とした日サ産業協力タスクフォースを通
じて、エネルギー分野にとどまらない幅広い協力・
関係強化を官民一体となって推進しています。
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2015年11月には、北村経済産業政務官がアブドゥ
ラジス石油鉱物資源副大臣と会談を行い、国際石油
市場の安定化に向けた協力や省エネルギー協力につ
いて意見交換を行いました。

2016年1月には、高木経済産業副大臣がサウジア
ラビア（リヤド）を訪問し、サウジ政府要人等との会
談等を行いました。ナイミ石油鉱物資源大臣との会
談では、国際石油市場及び両国のエネルギー事情等
について意見交換を行うとともに、原油の安定供給
の確保に向けた協力の重要性を確認したほか、人材
育成や中小企業支援を含めた産業協力や省エネル
ギー等の分野における協力強化を図ることで一致
しました。加えて、タウフィーク商工大臣、ファ
キーフ経済企画大臣及びファラジKACARE（King 
Abdullah City for Atomic and Renewable Energy）副
総裁と二国間の協力関係強化に向けて意見交換を行
いました。

環境エネルギー協力については、2015年5月13日
に、JCMの構築に合意し、サウジアラビアが中東
初のJCMパートナー国となりました。また、10月
には第1回JCM合同委員会を開催し、ガイドライン
類の採択を行いました。

②日UAE協力
アラブ首長国連邦（UAE）は、日本にとって第2位

の原油調達国であり、我が国の自主開発原油の約4
割が存在する資源国です。我が国との間では、要人
の往来が活発に行われており、様々な分野での協力
を推進してきました。

2015年11月には、高木経済産業副大臣がUAEを
訪問し、アブダビ国際石油会議（ADIPEC）に出席す
るとともに、アブダビ政府要人等との会談等を行い
ました。ハーミド・アブダビ皇太子府長官とは、我
が国企業が保有する石油権益の延長を働きかけたほ
か、エネルギーをはじめ、産業、投資、先端技術な
ど、幅広い分野における両国間の協力の重要性につ
いて意見交換を行い、そうした協力の更なる進展に
向けて取り組んでいくことで一致しました。スウェ
イディ ADNOC総裁とは、原油の安定供給、石油分
野での人材育成の重要性などについて確認するとと
もに、我が国企業が保有する石油権益の延長を働き
かけました。加えて、ハルドゥーン・アブダビ執行
関係庁長官、マンスーリ・アブダビ経済開発庁長官
とは二国間関係の更なる強化に向けて意見交換を行
いました。また、マズルーイUAEエネルギー大臣
及びスウェイディ・アブダビ国営石油会社総裁の同

席の下、石油・ガス分野における包括的・戦略的パー
トナーシップの強化に関する国際協力銀行（JBIC）
とアブダビ国営石油会社（ADNOC）の覚書の署名に
立ち会いました。

2015年12月には、スウェイディ ADNOC総裁が
来日しました。林経済産業大臣と会談が行われ、石
油分野を始め、幅広い協力を継続していくことを確
認しました。

また、2016年1月には、高木経済産業副大臣がワー
ルド・フューチャー・エナジー・サミット（WFES）
及びアブダビ省エネルギーフォーラム、日UAE宇
宙シンポジウムに出席するためにUAEを訪問しま
した。キンディ UAE中央銀行会長及びスウェイ
ディ・アブダビ国営石油会社（ADNOC）総裁との会
談では、原油の安定供給、石油分野での人材育成の
重要性等を確認するとともに、我が国企業が保有す
る石油権益延長の働きかけを行ったほか、エネル
ギー分野における協力関係の更なる進展に向けて意
見交換を行いました。また、キンディ UAE中銀会
長及びスウェイディ総裁の同席の下、原油の安定的
な確保を目的として国際協力銀行（JBIC）がADNOC
に対して行う融資に係る契約の署名式に立ち会いま
した。マズルーイUAEエネルギー大臣とは、国際
石油市場の動向及び見通しを始め、低油価による中
東地域の経済や石油開発への影響、省エネルギー分
野における協力等について意見交換を行うととも
に、我が国企業が保有する石油権益の延長を働きか
けました。加えて、ハルドゥーン・アブダビ執行関
係庁長官とは、エネルギー協力を基礎としつつ、産
業、先端技術、医療、インフラなど、幅広い分野に
おける協力を一層推進していくことで一致しまし
た。

③日カタール協力　
カタールは、世界第3位の天然ガス埋蔵量を有す

る資源国であるとともに、日本にとって第3位の原
油輸入国、第2位の天然ガス輸入国です。カター
ルとは、2006年11月に第1回日・カタール合同経
済委員会（麻生外務大臣及び甘利経済産業大臣とア
ティーヤ第二副首相兼エネルギー工業大臣が出席）
を開催し、その後毎年委員会を開催し、二国間経済
関係をさらに幅広く包括的なものにしていくために
協議を重ねてきました。

2015年9月には、経済産業省主催の第4回目とな
るLNG産消会議2015出席のため、アル・サダ・エ
ネルギー工業大臣が来日し、LNG市場の発展に向
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けた議論が行われました。また宮沢経済産業大臣と
の会談が行われ、LNGの低廉かつ安定的供給につ
いて協議しました。さらに、第9回日・カタール合
同経済委員会が併せて開催され、日本側は、LNG
供給源の多角化をはじめとする我が国の取組や
LNG市場の変化に触れつつ、競争力のある価格で
のLNGの安定供給を要請した一方、カタール側は、
エネルギーの安定供給を通じた日本のエネルギー安
全保障へのコミットメントを確認しました。

④日クウェート協力　
クウェートは我が国にとって第4位の原油輸入相

手国です。原油の安定供給確保のため同国との関係
を緊密にすることは非常に重要であり、同国との関
係強化を推進しています。

2015年5月には、山際経済産業副大臣がクウェー
トを訪問し、日本・クウェート間の電力・水分野に
おける協力覚書作成のための署名式及びジャサール
電力・水大臣との会談を実施しました。

2015年11月には、高木経済産業副大臣がクウェー
トを訪問し、ブーシャハリー電力・水省次官と会談
し、電力・水関連プロジェクトにおいて、我が国企
業の一層の参画への期待を表明するとともに、同分
野における協力を進めることで一致しました。

⑤日オマーン協力　
オマーンは我が国にとって第8位の原油輸入相手

国であり、また、我が国企業が石油開発・生産事業
に参画していることから、同国との間で石油・ガス
分野での協力を進めてきています。

2015年5月には、山際経済産業副大臣がオマーン
を訪問し、ルムヒー石油・ガス大臣と会談を行いま
した。原油の上流開発における関係強化について協
議したほか、これまでの友好関係を基にさらに関係
を強化していくことで認識が一致しました。

⑥日イラン協力
イランは世界有数の原油及びガスの埋蔵量を持

つ資源国であり、日本にとって第6位の原油輸入先
です。

2015年7月14日、イランとEU3（英仏独）＋3（米
中露）による核問題に関する最終合意（包括的共同作
業計画：Joint Comprehensive Plan of Action）がな
され、長年続いていた欧米による経済制裁の緩和へ
の計画が定まりました。こうした中、2015年8月、
山際経済産業副大臣がイラン石油省等を訪問し、同

国要人と会談をしました。ザンギャネ石油大臣との
会談では、制裁緩和後の日イラン間の経済関係強化
に向けた期待を示すとともに、今後経済制裁が緩和
された際の両国間のエネルギー分野におけるビジネ
ス機会や人材に関する協力の可能性を伝えました。

さらに、2016年1月、イランの核問題に関する最
終合意が「履行の日」に至ったことを受け、欧米によ
る経済制裁の緩和や、我が国による措置の解除等が
行われました。今後は、エネルギー分野を始めとし
た幅広い分野でのより強い協力関係の構築を進めて
いきます。

⑦日トルコ協力
近年、我が国とトルコの間では、要人の往来が非

常に活発に行われており、インフラ案件を始め、様々
な分野での協力を推進しています。

2015年10月、高木経済産業副大臣はG20エネル
ギー大臣会合に出席するため、トルコを訪問し、エ
ルドアン大統領、アラボユン・エネルギー大臣と会
談しました。原子力や石炭火力での協力を始め、幅
広い分野での協力について意見交換を行ったほか、
二国間の更なる経済関係の進展に取り組むことで一
致しました。また、2015年11月、安倍総理のG20サ
ミット出席に際し行われた日トルコ首脳会談時に両
首脳は原子力分野での協力を含む二国間のさらなる
関係強化に向けた意見交換を行いました。

⑧日露協力　
ロシアはサウジアラビアに肩を並べる世界有数の

産油国であるとともに、世界第2位の産ガス国でも
あります。サハリンにおける石油・天然ガス開発に
は、我が国企業も参加しています。またエネルギー
協力の実現のため、資源エネルギー庁とガスプロム
との間で共同調整委員会を継続しています。

⑨日カザフスタン協力
カザフスタンは、世界第2位のウラン資源埋蔵量

を有する資源国であり、カザフスタンから我が国へ
のウラン供給拡大の潜在性は大きなものがありま
す。また、ウラン鉱山開発のみならず原子力産業・
技術の高度化等広範囲な分野への協力関係拡大を目
指しているほか、同国は原始埋蔵量が350億バレル
を有する世界有数のカシャガン油田の開発を進めて
おり、日本企業がその開発に参画し、石油ガス分野
での協力も行われています。2015年10月の日カザ
フスタン首脳会談において、両首脳は、カシャガン
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油田にかかる一層の協力の重要性を指摘するととも
に、原子力分野での協力を強化していくことで合意
しました。

⑩日モザンビーク協力　
モザンビークは、優良な原料炭、天然ガス、レア

メタル等の天然資源が豊富に埋蔵されており、日本
への新たな供給源として期待されています。

⑪日メキシコ協力　
メキシコは、原油、天然ガス、シェールガス等の

エネルギー資源が豊富に埋蔵しています。現在メキ
シコ政府は、75年以上にわたり国家独占とされて
いた石油・ガス産業について、外資を含む民間企業
に開放するエネルギー改革を進めており、日系企業
の上流開発への参画や、日本への新たなエネルギー
資源の供給源として期待されています。

2015年2月の関経済産業大臣政務官のメキシコ訪
問では、ローゼンウェイグ経済省副大臣との会談で、
石油天然ガス分野における両国の一層の関係強化に
合意しました。エルナンデス・エネルギー省電力担
当副大臣との会談では、日本企業の有する優れた発
電・変電技術や資金力、IPPの運営能力が、メキシ
コの電力改革推進や電力コスト削減に貢献し得ると
の認識を共有しました。

環境エネルギー協力については、2015年2月に
JCMの第1回合同委員会を開催し、ガイドライン類
の採択を行いました。

第２節
地球温暖化の本質的解決に向けた我が国のエネルギー関連
先端技術導入支援を中心とした国際貢献
世界のエネルギー需要の重心がアジアにシフトし

ていることや、エネルギー源の多様化、地球環境問
題への対応など、世界のエネルギーを巡る課題が拡
大、深化し、一層複雑化してきています。

こうした状況の中、我が国が厳しいエネルギー制
約の中で蓄積してきた技術やノウハウを世界に普及
していくため、こうした技術やノウハウを統合化し
て、再生可能エネルギー・省エネルギー技術、スマー
トコミュニティ等のインフラという形で国際展開を
推進していくことが重要です。

2014年においては、案件形成や実証事業を進め
ることで、こうしたエネルギー・環境分野での国際

展開の取組を進めました。
また、途上国への温室効果ガス削減技術・製品・

インフラ等の普及を通じ、実現した温室効果ガス排
出削減・吸収への日本の貢献を定量的に評価し、日
本の削減目標の達成に活用するため、JCMの構築
に取り組みました。 

さらに、エネルギー・環境分野のイノベーション
により気候変動問題の解決を図るため、世界の産官
学の議論と協力を促進する国際的プラットフォーム
と し て、ICEF（Innovation for Cool Earth Forum）
を創設し、第1回年次会合を2014年10月に開催しま
した。

＜具体的な主要施策＞

１．案件形成・実証等の支援

（1）案件形成、事業実施可能性調査
○エネルギー需給緩和型インフラ・システム普及等
促進事業【2015年度当初：10.5億円】
電力分野やスマートコミュニティ分野等の省エ

ネ・再エネインフラ設備の新興国等への導入を促進
するための事業実施可能性調査を実施しました。

(2)人材育成等
○国際エネルギー使用合理化等対策事業委託費
【2015年度当初：12.6億円】
省エネルギー・再生可能エネルギー・スマートコ

ミュニティに係る我が国の技術・システムの普及に
向けた環境を整備するため、新興国等を中心に、人
材育成を通じた省エネルギー対策や再生可能エネル
ギー導入に関する制度構築支援や、各国動向調査、
政策共同研究等を実施しました。

(3)我が国技術・システムの実証
○国際エネルギー消費効率化等技術・システム実証
事業【2015年度当初：134.6億円】
省エネルギー・再生可能エネルギー・スマートコ

ミュニティの国際的な普及の観点から、我が国の技
術・システムについて、海外における共同実証を実
施しました。さらに、実証成果を商業ベースでの普
及拡大につなげるため、相手国政府による普及努力
義務等の合意形成を行う等の各種普及支援について
も実施しました。

(4)官民連携を核とした推進体制の強化
①スマートコミュニティ・アライアンス
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「スマートコミュニティ」の取組が国際的に拡大す
る中で、我が国の優れたスマートグリッド関連技術
を中核としたスマートコミュニティ等の国際展開を
促進することは、我が国としての新たな成長産業の
育成にもつながります。このような背景から、海外
展開や国際標準を業種横断的に官民が連携して推進
していくため、2010年に民間協議会団体の「スマート
コミュニティ・アライアンス」（事務局:NEDO）が設立
されました。スマートコミュニティ・アライアンス
では、官民ミッションの派遣等を通じてスマートコ
ミュニティのシステム導入側の相手国政府等と直接
対話を行い、ニーズに即した課題解決型の提案と交
渉を積み重ねることにより、より上流の設計段階か
らの関与を行うことを目指して取組を進めました。

具体的取組としては、国際戦略や国際標準の観点
からワーキンググループを設置し、国別や技術分野
ごとのアプローチによる国内外の普及・啓発や、ス
マートコミュニティ関連イベントでの出展・講演、
GSGF（Global Smart Grid Federation）などの国際機
関との連携を強化しています。

②世界省エネルギー等ビジネス推進協議会
「世界省エネルギー等ビジネス推進協議会」は、

2008年、省エネルギー、再生可能エネルギー分野
での優れた技術を有する我が国の企業・団体により
発足しました。本協議会は、61企業・20団体（2016
年1月時点）で構成されており、設立以来、政府と経
済界が一体となって、関連製品・技術を基にしたビ
ジネスの国際展開を推進しています。

具体的な活動内容としては、地域別・テーマ別に
ワーキンググループ等を組織し、①関連製品・技術
を取りまとめた「国際展開技術集」の作成及び周知、
②市場分析やプロジェクト発掘に向けた調査、③官
民ミッション派遣等によるビジネス機会の獲得、④
海外及び国内での展示会出展等を行っています。

2．�二国間オフセット・クレジット制度
　  （JCM）の推進
（1）JCMの構築【制度】

2013年1月に、モンゴルとの間で初めてJCM実
施に2013年1月に、モンゴルとの間で初めてJCM
実施に係る二国間文書に署名したことを皮切りに、
2016年3月までに16か国（モンゴル、バングラデ
シュ、エチオピア、ケニア、モルディブ、ベトナム、
ラオス、インドネシア、コスタリカ、パラオ、カン

ボジア、メキシコ、サウジアラビア、チリ、ミャン
マー、タイ）との間で、JCMを構築しました。これ
によって2013年11月からの3年間で署名国を倍増さ
せる目標を1年前倒しで達成しました。また、2015
年12月には、フィリピンとの間でJCMの構築に向
けた覚書に署名しました。

2015年12月に開催されたCOP21では、16か国の
代表が一堂に会したJCMパートナー国会合が開催
され、JCMの進捗を歓迎するとともに更なる進展
に向けて引き続き協力することを確認しました。
【第392-2-1】JCMの構築と2015（平成27）年度
における主な取組一覧

(2）JCMプロジェクトの形成の支援
①地球温暖化対策技術普及等推進事業�
【2015年度当初：30.0億円】
JCMの導入に関する二国間文書に署名した相手

国において、優れた低炭素技術・製品等の導入によ
る温室効果ガス排出削減プロジェクトを実施し、削
減効果を測定・報告・検証することで、地球温暖化
対策技術の有効性を実証するとともに、排出削減プ
ロジェクトの発掘・組成を行い、相手国での普及に
つなげるための事業を行いました。

②地球温暖化対策技術普及等推進事業委託費
【2015年度当初：6.0億円】
相手国の省エネ・低炭素化を図るため、相手国の

実情・ニーズに合わせて、優れた低炭素技術・製品
等を導入する排出削減プロジェクトの発掘・組成を
行い、当該プロジェクトにおける実現可能性や排出
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削減量評価方法の検討、相手国政府に対する政策提
言を行いました。

③二国間クレジット取得等インフラ整備調査事業
【2015年度当初：4.2億円】
JCMの意思決定機関である二国間合同委員会の

運営やクレジットを管理する登録簿等の制度の基盤
整備・運用を行うとともに、制度の円滑な運営のた
め、国内外の類似制度の調査や人材育成等の事業を
実施しました。

④二国間クレジット制度(JCM)基盤整備事業のうち
制度構築・案件形成支援

　【2015年度当初：26.9億円】
JCMの本格的な運用のための制度構築、JCMに

関する国際的な理解の醸成やJCMの実施対象国の拡
大に向けた取組、途上国における排出削減プロジェ
クトの組成支援、及びアジア等の途上国における都
市間連携を活用した実現可能性調査を行いました。

⑤“一足飛び”型発展の実現に向けた資金支援事業
【2015年度当初：72.0億円】
JCMに署名済み、または署名が見込まれる途上

国において、優れた低炭素技術等を活用したCO2排
出削減設備・機器の導入プロジェクトへの資金支援

（国際協力機構（JICA）等との連携事業への支援を含
む）を実施しました。また、導入コスト高から採用
が進んでいない優れた低炭素技術がアジア開発銀行

（ADB）のプロジェクトで採用されるように、ADB
の信託基金を通じて、その追加コストを軽減する支
援を実施しました。

3．�イノベーションによる地球温暖化
解決に向けた国際協力体制の強化  

○ICEF（Innovation for Cool Earth Forum）の開催
地球温暖化問題は、喫緊の課題であるとともに、

経済成長と両立しながら世界が一体となって長期に
わたって取り組むことが必要であり、これを実現す
る鍵は「イノベーション」です。こうした認識のもと、
安倍総理の提唱により、温暖化問題解決のイノベー
ションを促進するため、世界の産官学のリーダーが
議論するための知のプラットフォームとして、いわ
ば「エネルギー・環境技術版ダボス会議」とも言える
ICEF（Innovation for Cool Earth Forum）を創設し、
その年次会合を2014年から毎年東京で開催してい

くこととしました。
2015年10月に開催した第2回年次総会には、各国

政府、企業、学界、国際機関等の約70か国から、第
1回を上回る1000名以上（うち外国人約400名）が参
加しました。
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